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国 会 公 契 第 ８ 号 

国 北 予 第 ２ ６ 号 

令和４年８月８日 

 

各 地 方 整 備 局 長 殿 

北 海 道 開 発 局 長 殿 

国 土 地 理 院 長 殿 

国土技術政策総合研究所長 殿 

 

国土交通事務次官 

（公印省略） 

 

「工事請負契約書の制定について」等の一部改正について 

 

今般、公共工事標準請負契約約款（昭和 25 年２月 21 日中央建設業審議会決定）について、近

年の災害の激甚化・頻発化や、不適切な盛土等による土砂災害リスクの増加を背景に、危険な盛

土等の発生を防止するため建設発生土の搬出先の明確化が求められていること等を踏まえ、また、

公共工事における更なる暴力団排除の徹底のため、令和４年６月 21 日に所要の改正が決定され、

その実施について、国土交通省中建審第７号により国土交通大臣あて勧告されたところである。 

これを踏まえ、直轄工事において建設発生土の搬出先の明確化、直轄工事及び建設コンサルタ

ント業務等において更なる暴力団排除の徹底を推進するため、「工事請負契約書の制定について」

（平成７年６月 30 日付け建設省厚契発第 25 号）等の一部を改正し、令和４年９月１日以降に締

結される契約から適用することとしたので通知する。 

 

記 

（工事請負契約書の制定についての一部改正）  

１ 「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月 30 日付け建設省厚契発第 25 号）の一部を

次のように改正する。  

別冊工事請負契約書中次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順

次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に

対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、改正前

欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で

改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲げる対象規

定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 
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改正後 改正前 

工事請負契約書 

 

１ 工事名 

２ 工事場所 

３ 工  期 令和  年  月  日から 

       令和  年  月  日まで 

４ 工事を施工しない日 

工事を施工しない時間帯 

[注] 工事を施工しない日又は時間帯

を定めない場合は削除。 

５ 請負代金額 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税

の額） 

６ 契約保証金 

７ 調停人 

８ 建設発生土の搬出先等 

 ［注］ この工事に伴い工事現場から建設発

生土を搬出する予定である場合は、仕

様書又は現場説明書に建設発生土の搬

出先の名称及び所在地を定める。 

 仕様書に定めた場合には「建設発生

土の搬出先については仕様書に定める

とおり」と記入し、現場説明書に定めた

場合には「建設発生土の搬出先につい

ては現場説明書に定めるとおり」と記

入する。 

９ 解体工事に要する費用等 

 ［注］ 建設工事が、建設工事に係る資材の

再資源化等に関する法律（平成 12 年法

律 104 号）第９条第１項に規定する対

象建設工事の場合は、（１）分別解体

等の方法、（２）解体工事に要する費

用、（３）再資源化等をする施設の名

称及び所在地、（４）再資源化等に要

する費用についてそれぞれ記入する。 

10 住宅建設瑕疵担保責任保険 

 ［注］ 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保

等に関する法律（平成 19 年法律第 66

工事請負契約書 

 

１ 工事名 

２ 工事場所 

３ 工  期 令和  年  月  日から 

       令和  年  月  日まで 

４ 工事を施工しない日 

工事を施工しない時間帯 

[注] 工事を施工しない日又は時間帯

を定めない場合は削除。 

５ 請負代金額 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税

の額） 

６ 契約保証金 

７ 調停人 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 解体工事に要する費用等 

 ［注］ 建設工事が、建設工事に係る資材の

再資源化等に関する法律（平成 12 年法

律 104 号）第９条第１項に規定する対

象建設工事の場合は、（１）分別解体

等の方法、（２）解体工事に要する費

用、（３）再資源化等をする施設の名

称及び所在地、（４）再資源化等に要

する費用についてそれぞれ記入する。 

９ 住宅建設瑕疵担保責任保険 

 ［注］ 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保

等に関する法律（平成 19 年法律第 66
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号）第２条第５項に規定する特定住宅

瑕疵担保責任を履行するため、住宅建

設瑕疵担保責任保険に加入する場合

は、（１）保険法人の名称、（２）保

険金額、（３）保険期間についてそれ

ぞれ記入する。なお、住宅建設瑕疵担

保保証金の供託を行う場合は、受注者

は、供託所の所在地及び名称、共同請

負の場合の建設瑕疵担保割合を記載し

た書面を発注者に交付し、説明しなけ

ればならない。 

（略） 

号）第２条第４項に規定する特定住宅

瑕疵担保責任を履行するため、住宅建

設瑕疵担保責任保険に加入する場合

は、（１）保険法人の名称、（２）保

険金額、（３）保険期間についてそれ

ぞれ記入する。なお、住宅建設瑕疵担

保保証金の供託を行う場合は、受注者

は、供託所の所在地及び名称、共同請

負の場合の建設瑕疵担保割合を記載し

た書面を発注者に交付し、説明しなけ

ればならない。 

（略） 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～十 （略） 

十一 受注者（受注者が共同企業体であると

きは、その構成員のいずれかの者。以下こ

の号において同じ。）が次のいずれかに該

当するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者その他経営に実質的に関与して

いる者を、受注者が法人である場合には

その役員、その支店又は常時建設工事の

請負契約を締結する事務所の代表者そ

の他経営に実質的に関与している者を

いう。以下この号において同じ。）が、暴

力団又は暴力団員であると認められる

とき。 

（削る） 

 

    ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者

の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしていると認

められるとき。 

    ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

（発注者の催告によらない解除権） 

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～十 （略） 

十一 受注者（受注者が共同企業体であると

きは、その構成員のいずれかの者。以下こ

の号において同じ。）が次のいずれかに該

当するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建

設工事の請負契約を締結する事務所の

代表者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員であると認められると

き。 

 

 

    ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的

に関与していると認められるとき。 

    ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴

力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

    ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する
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など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員である

ことを知りながらこれを不当に利用す

るなどしていると認められるとき。 

    ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

（新設） 

 

 

    ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

 

 （土木設計業務等委託契約書の制定についての一部改正）  

２ 「土木設計業務等委託契約書の制定について」（平成７年６月 30日付け建設省厚契発第 26号）

の一部を次のように改正する。  

別冊土木設計業務等委託契約書中次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分

をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び

改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）

は、改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる

対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲

げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

  

改正後 改正前 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４４条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者その他経営に実質的に関与して

いる者を、受注者が法人である場合には

その役員、その支店又は常時建設コンサ

ルタント業務等の契約を締結する事務

所の代表者その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下この号において

同じ。）が、暴力団又は暴力団員であると

（発注者の催告によらない解除権） 

第４４条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建

設コンサルタント業務等の契約を締結

する事務所の代表者をいう。以下この号

において同じ。）が暴力団員であると認

められるとき。 
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認められるとき。 

（削る） 

 

  ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者

の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしていると認

められるとき。 

    ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員である

ことを知りながらこれを不当に利用す

るなどしていると認められるとき。 

    ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有して い

ると認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

 

    ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的

に関与していると認められるとき。 

    ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴

力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

    ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

（新設） 

 

 

    ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有して い

ると認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

 

 （建築設計業務委託契約書の制定についての一部改正）  

３ 「建築設計業務委託契約書の制定について」（平成 10 年 10 月１日付け建設省厚契発第 37 号）

の一部を次のように改正する。  

別冊建築設計業務委託契約書中次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分を

これに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改

正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、

改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象

規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲げる

対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

 

改正後 改正前 
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（発注者の催告によらない解除権） 

第４９条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者その他経営に実質的に関与して

いる者を、受注者が法人である場合には

その役員、その支店又は常時建築設計業

務の契約を締結する事務所の代表者そ

の他経営に実質的に関与している者を

いう。以下この号において同じ。）が、暴

力団又は暴力団員であると認められる

とき。 

（削る） 

 

   ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者

の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしていると認

められるとき。 

    ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員である

ことを知りながらこれを不当に利用す

るなどしていると認められるとき。 

    ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４９条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建

築設計業務の契約を締結する事務所の

代表者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員であると認められると

き。 

 

 

    ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的

に関与していると認められるとき。 

    ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴

力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

    ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

（新設） 

 

 

    ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

 

（建築工事監理業務委託契約書の制定についての一部改正）  
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４ 「建築工事監理業務委託契約書の制定について」（平成 13年２月 15日付け国官地第３－２号）

の一部を次のように改正する。  

別冊建築工事監理業務委託契約書中次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部

分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及

び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）

は、改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる

対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲

げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

  

 

改正後 改正前 

（発注者の催告によらない解除権） 

第３６条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者その他経営に実質的に関与して

いる者を、受注者が法人である場合には

その役員、その支店又は常時建築工事監

理業務の契約を締結する事務所の代表

者その他経営に実質的に関与している

者をいう。以下この号において同じ。）

が、暴力団又は暴力団員であると認めら

れるとき。 

（削る） 

 

  ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者

の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしていると認

められるとき。 

    ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

（発注者の催告によらない解除権） 

第３６条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建

築工事監理業務の契約を締結する事務

所の代表者をいう。以下この号において

同じ。）が暴力団員であると認められる

とき。 

 

 

    ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的

に関与していると認められるとき。 

    ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴

力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

    ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の
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維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員である

ことを知りながらこれを不当に利用す

るなどしていると認められるとき。 

    ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

（新設） 

 

 

    ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

  

（発注者支援業務等委託契約書の制定についての一部改正）  

５ 「発注者支援業務等委託契約書の制定について」（平成 24年１月 10日付け国地契第 64号、国

北予第 28号）の一部を次のように改正する。  

別冊発注者支援業務等委託契約書中次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部

分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及

び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）

は、改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる

対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲

げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

 

改正後 改正前 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４５条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者その他経営に実質的に関与して

いる者を、受注者が法人である場合には

その役員、その支店又は常時発注者支援

業務の契約を締結する事務所の代表者

その他経営に実質的に関与している者

をいう。以下この号において同じ。）が、

暴力団又は暴力団員であると認められ

るとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４５条 発注者は、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

一～九 （略） 

十 受注者（受注者が設計共同体であるとき

は、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当

するとき。 

    イ 役員等（受注者が個人である場合には

その者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時発

注者支援業務の契約を締結する事務所

の代表者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員であると認められると

き。 
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（削る） 

 

    ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者

の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしていると認

められるとき。 

    ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員である

ことを知りながらこれを不当に利用す

るなどしていると認められるとき。 

    ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

 ヘ・ト （略） 

    ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的

に関与していると認められるとき。 

    ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴

力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

    ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対し

て資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。 

（新設） 

 

 

    ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

    ヘ・ト （略） 

 

  附  則 

 この通知は、令和４年９月１日から適用する。 


